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(近畿農政局)

事 業 名 国営かんがい排水事業 地区名 大和紀伊平野
やま と き い へい や

都道府県名 奈良県 関係市町村 奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、
な ら し や ま と た か だ し や ま と こ お り や ま し て ん り し か し は ら し

桜井市、御所市、香芝市、葛城市、安堵町、川西町、
さくらいし ご せ し か し ば し かつらぎし あ ん ど ち ょ う かわにしちょう

三宅町、田原本町、高取町、明日香村、上牧町、
み や け ち ょ う た わ ら も と ち ょ う たかとりちょう あ す か む ら かんまきちよう

王寺町、広陵町、河合町、大淀町
お う じ ち ょ う こうりょうちょう か わ い ち ょ う おおよどちょう

和歌山県 関係市町 和歌山市、海南市、橋本市、紀の川市、岩出市、
わ か や ま し かいなん し は し も と し き の か わ し い わ で し

かつらぎ町、九度山町
か つ ら ぎ ち ょ う くど やまち ょう

本地区は、奈良県の北西部に位置する奈良市外８市11町村（20市町村）からなる大和

平野と和歌山県の北部に位置する和歌山市外４市２町（７市町）からなる紀伊平野の両

平野にまたがる面積13,429haの地域である。

本地域の農業は、稲作及び果菜類や葉茎菜類との複合経営が営まれ、大都市近郊の優

位性を生かし、京阪神市場への食料供給基地となっている。

事 本地区の農業水利施設は、十津川・紀の川総合開発事業の一環として、国営十津川紀

の川かんがい排水事業（昭和25年度～昭和59年度）及び関連事業により、大迫、津風呂、

山田の３ダムをはじめ、頭首工、導水路、幹支線水路等が造成されたほか、建設省にて

猿谷ダムが造成され、これらの施設は大和・紀伊両平野の農業生産性の向上及び農業経

営の安定に大きな役割を果たしてきている。

業 その後、国営紀の川施設整備事業により、小田、藤崎、岩出、新六ヶ頭首工及び幹線

水路の一部改修と、国営第二十津川紀の川かんがい排水事業により、大迫、津風呂ダム

及び下渕頭首工他４頭首工の改修・整備を実施してきているものの、未だ改修を行って

いないダムや頭首工をはじめ、幹支線水路等の農業用用水施設は、築造後相当の年月が

経過していることから老朽化による機能低下が目立ち、早急な対策が望まれている。

概 また、近年、営農形態の変化や都市化の進展に伴う農地面積の減少等により、農業用

水の需要に変化が生じてきている。

このため、既に着工している基幹水利施設の整備と併せ、本事業により山田ダム及び

両平野地区内の幹支線水路等の改修整備を行うことにより、農業用水の安定供給と適正

利用を図り、あわせて、この結果として生み出される減量可能な用水のうち年間1,500

要 万㎥を新たに水道水として活用することにより地域の水資源の有効利用に資するもので

ある。

受 益 面 積： 13,429ha(水田11,655ha、畑1,774ha)

主要工事計画： ダム改修 １ヶ所、頭首工改修 ４ヶ所、揚水機場改修 ２ヶ所、

用水路改修 L=266.6㎞

総 事 業 費： 74,366百万円（平成23年度時点78,776百万円）

事 業 工 期： 平成13年度～平成28年度予定

【事業の進捗状況】

平成22年度までの地区全体の事業進捗率は、事業費ベースで65％である。このうち、

評 一期地区では約74％、二期地区では約62％である。

価

項 【関連事業の進捗状況】

目 「国営かんがい排水事業 第二十津川紀の川地区」

平成22年度までの進捗率は事業費ベースで約78％である。
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【社会経済情勢の変化】

１．地域経済について

奈良県の関係市町村の農業産出額は、平成７年～18年まで県全体の約６割と変化がな

いものの、平成７年～11年の平均農業産出額が361億円であるのに対し、平成14年～18

年の平均は12％減の316億円であり、近年においてやや減少傾向にある。

和歌山県の関係市町の農業産出額は、平成７年～18まで県全体の約４割と変化がなく、

平成７年～11年の平均農業産出額が525億円であるのに対し、平成14年～18年の平均は1

4％減の449億円であるが、近年は概ね横ばいで推移している。

２．産業別就業人口に占める農業就業人口の割合

評 奈良県の関係市町村の農業就業人口は、平成７年、12年、17年において県全体の約６

割と変化がなく、関係市町村の就業人口に占める割合は、平成７年における約３％から

平成17年には約２％と僅かであるが減少している。実数では、平成７年の14,992人から

2,820人減少して平成17年に12,172人になっており、事業実施直前の平成12年から平成1

7年では203人減少している。

和歌山県の関係市町の農業就業人口は、平成７年、12年、17年において県全体の約４

割と変化がなく、関係市町の就業人口に占める割合は、平成７年～17年まで約７％と変

化はない。実数では、平成７年の23,012人から3,264人減少して平成17年に19,748人に

価 なっており、事業実施直前の平成12年から平成17年では286人減少している。

３．農業経営体の動向

本地区の農業経営体の動向は次のとおりである。

１）農家戸数

奈良県の関係市町村の農家戸数は、平成12年(14,098戸)から平成22年(10,522戸)の

10年間で約75％に減少しているものの、専業農家数は1,581戸(平成12年)から1,924戸

(平成17年)と約22％増加している。

項 和歌山県の関係市町の農家戸数は、平成12年(13,096戸)から平成22年(10,462戸) の

10年間で約80％に減少しているものの、専業農家数は3,267戸(平成12年)から3,941戸

(平成22年)と約21％増加している。

２）経営規模別農家戸数

奈良県の関係市町村の経営規模別農家戸数は、平成12年から平成22年までの10年間

で2.0ha未満で26％(3,644戸)の減少であるが、2.0ha以上では22％(68戸)増加してい

る。

目 和歌山県の関係市町の経営規模別農家戸数は、平成12年から平成22年までの10年間

で2.0ha未満で22％(2,636戸)減少し、2.0ha以上ではわずか(２戸)に増加している。

また、両県の関係市町村における平均戸当り経営面積についても、平成12年から平

成22年にかけて10％の増加が見られ、僅かであるが農地集積等による経営規模の拡大

が進んでいると考えられる。

３）認定農業者数

奈良県の関係市町村では、平成13年の461経営体から平成21年の631経営体(137％)

に増加、和歌山県の関係市町では、平成13年の757経営体から平成21年の1,566経営体

(207％)に増加しており、両県とも県全体の増加率を上回っている。

４．まとめ

上記のとおり、本地区においては、農業産出額はやや減少または横ばい、就業人口に

占める農業就業人口の割合や全体の農家戸数は減少傾向にあるものの、経営規模の大き

な農家戸数や認定農業者数は増加しており、両県とも大都市近郊という有利な面を活か

した食料供給基地となっている。
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【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】

平成23年度時点における事業計画の重要な部分の変動状況は以下のとおりであり、受

益面積においては事業計画変更の要件に該当しているため、現在、事業計画の変更作業

を実施中である。

１．受益面積

着工から平成21年度時点での受益地区内の農地転用面積は1,140haで、着工時の受益面

積13,429haに占める割合は8.5％であり、計画変更要件の５％以上の増減に該当している。

２．総事業費

平成23年度時点における総事業費は、事業計画の74,366百万円に対し5.9％増（労賃

や資材単価の物価変動及び事務的経費の増）となる78,776百万円であり、計画変更要件

評 に該当していない。

３．主要工事計画

計画変更要件に該当するようなものはない。

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】

１．農業振興計画等の見直し状況

価 県及び関係市町村の農業振興計画等は、国際化の進展、担い手の減少及び高齢化、

遊休農地の増加に加え国の農業政策の転換等が進む中で、最近年に見直しが行われて

きているが、引き続き農業振興を積極的に推進していく方向性には大きな変化は認め

られない。

２．農産物の動向

１）作付面積

関係市町村における作付面積は、農地転用等により減少している。

項 大和平野(奈良県)では、水稲を中心とした農業が展開されている。事業計画策定

段階の直近５ヶ年平均(平成７年～11年)と最近年(平成18年)を比べると、水稲・か

き・いちご・ほうれんそう・きくともに減少、小麦は増加しているが、近年は横ば

いで推移している。

紀伊平野(和歌山県)では、水稲の作付面積は減少しているものの近年は横ばいで

推移している。かき・みかん・ももの果樹の作付面積はほぼ横ばいで推移している。

野菜類では、キャベツの作付面積は減少、ほうれんそうが増加したものの近年は

横ばいで推移している。

目 農業就業人口、農家戸数の減少傾向の中、農地転用等による作付面積が減少して

いるが、関係機関と連携の上、農地が確保されるよう努めていく。

２）農産物の価格

基幹作物である米は低下傾向にあり、その他の作物では、需給の動向による価格

変動が生じている。

３）単位当たり収量

気象的要因などにより多少の変動はあるが、全体的に横ばい傾向である。

３．営農計画

県・関係市町村では、農業をめぐる情勢の変化に対応するため、消費者が求める農

産物生産、担い手支援を推進しているとともに、地区内では消費者ニーズに対応した

環境保全型農業や効率的な経営を目指した農産物の直売等への取り組みがすでに行わ

れているところもあり、今後は地域全体に広げていくことが重要となる。

こうした状況を踏まえ、大和平野・紀伊平野の営農の方向性及び農業経営の内容等

について現在検討しているところであるが、両地区ともこれまでどおり農業振興を積

極的に推進していく方向性は変わっていない。
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４．費用対効果分析結果

上記に基づく費用対効果分析の結果は次のとおりである。

妥当投資額（B） 107,214 百万円

総事業費(C) 102,459 百万円

投資効率(B/C) 1.04

※妥当投資額及び総事業費は関連事業を含む値である。

【環境との調和への配慮】

環境と調和への配慮については、｢新奈良県環境総合計画｣･｢和歌山県環境基本計画」･

「田園環境整備マスタープラン」と整合を図りつつ学識経験者等で構成する「近畿農政

評 局水土里の環境創造懇談会」での助言を受けながら実施してきており、具体的な取り組

みは次のとおりである。

１．生物の生息・生育の環境保全

・リュウノヒゲモの生育環境の保全や水理機能に配慮した整備を実施。

・改修区間内に魚類の生息が確認される場合は、影響の低減を図るため一時的に魚類

の移動を行う。

２．良好な景観の保全

価 ・水路の改修に当たっては、周辺環境との調和に配慮した整備を行う。

（明日香村国営水路、古い町並みや良好な田園景観の水路）

３．歴史・文化の保全

・歴史的施設で登録有形文化財に登録されている施設の良好な周辺景観に配慮した整

備を行う。

４．工事実施中の配慮

・騒音振動対策(低振動型重機利用)排気ガス対策等に配慮した工事の実施。

・現場発生廃棄物の縮減や再利用による廃棄物の低減。

項 ・濁水流出防止による周辺環境(水質)の保全。

・藤原京跡や飛鳥京跡などを始めとする、歴史的に重要な埋蔵文化財が数多く存在し

ているため、工事にあたり遺構調査を行い貴重な遺跡を確認。

【事業コスト縮減等の可能性】

事業のコスト縮減については、次の取り組みを行っている。

・開削工法（矢板土留等）から、現場条件によりパイプインパイプ工法を採用するこ

とで施工費、残土処分費の経費節減。

目 ・ほ場整備事業等の他事業に建設発生土を基盤盛土材として流用し再利用、また、管

水路の埋戻し土を他事業からの残土利用により残土処分費、埋戻し材の購入費の低

減。

・水路の蓋をコンクリート製からFRP製の軽量材料(人力運搬・設置)にすることによ

り、資機材の搬入に必要な仮設道路やそれに伴う借地費等の仮設費の低減。

・地形条件・工期条件から従来の仮設工法や仮設道路の設置が困難な施工箇所に新た

な仮設工法（ノンステージング工法・横引き工法）を採用することによる仮設費の

低減。

・基礎材や道路復旧材料として再生砕石を利用することによる施工費の低減。

今後についても様々な視点から継続的にコスト縮減を検討していく。
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【関係団体の意向（概要）】

（奈良県）

本事業については、幹支線水路等の改修整備を行い、用水の安定供給に努め、農業生産の

維持を図る有効な事業であると認識している。今後の事業実施に際しては、事業費の増嵩に

よる地方負担の増加がないようコストの縮減や、改修後の施設の維持管理軽減が図られるよ

うに努めるとともに、関係機関との連携調整による円滑な事業進捗を図り、早期の事業効果

発現に向け、徹底した事業管理を要望している。

（和歌山県）

本事業による山田ダムや幹支線水路等の農業用用水施設の改修・整備実施により、農業用

水の安定供給と適正利用が図られており、農業生産維持等のため、重要な事業であるとの認

識のもと、受益者の負担軽減に繋がるコスト縮減に努めるとともに、事業の継続実施と早期

完成を要望している。

（市町村）

旧事業により造成された施設は、築造されてから相当の年数が経過し老朽化が進んでいる

ことから、農業用水の安定供給と適正利用を図る本事業に対しては、関係市町村及び地元農

家の期待は大きく、早期完成を望んでいる。また、近年の厳しい財政事情から、市町村及び

受益者負担の増加とならないよう、事業の効率化とコスト縮減による事業費の軽減に努める

よう要望している。

（土地改良区（奈良県））

旧事業により造成された施設は、用水不足を解消するとともに地域の発展に大きく貢献し

てきたが、これらの施設は老朽化及び社会情勢の変化により農業用水の安定供給への懸念だ

けでなく、施設の破損等により、大規模な災害を起こしかねない状況となっている。

将来にわたり、大和平野の農業及び田園地域の原風景を維持していくためには安定的、恒

久的な水源の確保と老朽化した施設の改修は不可欠であり、これまでどおりのコスト縮減及

び維持管理の省力化を意識し、一日も早い事業の完了を要望している。

（土地改良区（和歌山県））

旧事業により造成された農業基盤施設は、農業振興に大きな役割を果たしてきたが、建設

後相当な年月が経過し、老朽化が進み、用水の安定供給に支障が出る恐れがあることから、

本事業に対する地元農家の期待も大きく、今後の事業の推進を要望している。

また、受益者の負担がかかることからコスト縮減等の事業費の軽減、早期完成を要望して

いる。
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【評価項目のまとめ】

本地域は、農業産出額、農業就業人口の割合及び農家戸数は減少傾向にあるものの、専業

農家数、経営規模の大きい農家戸数及び認定農業者数は増加しており、両県とも京阪神の大

消費地域近郊という有利な面を活かした農業生産物の供給基地として将来においても引き続

き重要な農業地域であると見込まれる。

本事業は、農業生産において重要な役割を担う農業水利施設の改修を通じて、農業用水の

安定供給と適正利用を図り、あわせてその結果として生み出される用水を水道用水として活

用するものである。

本事業の進捗率は、平成13年度に着工して以降平成22年度時点迄で65％となっている。

総事業費の変動及び主要工事計画の内容については、事業計画の変更要件に該当していな

いことから、更新事業である本事業の費用対効果分析の基礎となる要因の変化も軽微である。

しかしながら、受益面積は、着工時点と比較して8.5％減となっており、事業計画の変更要件

である５％以上の増減に該当している。

「環境との調和への配慮」や「事業コスト縮減」については、景観保全や生息・生育環境

保全、歴史・文化に対する保全、施工方法の工夫や新技術の採用等、本事業において積極的

に取り組んでいる。

関係団体は、農業水利施設の老朽化による農業用水の安定供給への不安と施設の破損等に

よる災害を起こしかねない状況の中、本事業に対する期待が大きく、近年の厳しい財政事情

を踏まえ、負担増とならないよう事業の効率化とコスト縮減に努めつつ工期内での早期完成

を要望している。

【技術検討会の意見】

本事業の受益地は、京阪神の大消費地近郊に位置する約１万３千haにも及ぶ農地であり、

今後とも食料供給基地としての重要な役割を担う農業地域である。受益地内においては、農

業産出額、農家戸数及び農地転用等による農地面積の減少が見られるものの、専業農家戸数

や認定農業者数の増加といった農業経営面での体質強化の傾向が認められる。そのため、今

後、多面的機能をも発揮する農地の保全及び農業経営の安定化に向けた各種農業施策の展開

が望まれる。

このような地域において、老朽化した施設の改修を通じて農業用水の安定供給と適正利用

を図り、あわせて、新たに水道水として活用することによる水資源の有効利用を実現する本

事業の果たす役割と地域の期待は大きく、継続的に事業の進捗を図ることが必要と判断され

る。現時点で事業の進捗率は、約65%と進んでおり、また関係団体からは本事業の早期完成が

要望されている。

以上のようなことから、受益面積の減少が計画変更要件に該当し、速やかに計画変更手続

きを進める必要はあるものの、更なる農業振興と、環境との調和への配慮やコスト縮減に一

層努め、早期の事業完了に向けた着実な事業の推進が望まれる。

【事業の実施方針】

本事業については、環境との調和への配慮やコスト縮減に一層努め、着実に推進する。ま

た、計画変更手続きについては、関係団体との調整など所要の作業を速やかに進め、変更事

業計画を早期に確定する。
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＜評価に使用した資料＞

平成７年、平成12年、平成17年 国勢調査

2000年、2005年、2010年 農業センサス

近畿農政局統計部「奈良農林水産統計年報（H7～H18）」

奈良統計年鑑（H7～H18）

奈良県「奈良県農林振興ビジョン21（H19.3)」

奈良県関係市町村「水田農業ビジョン等（H15～H21）」

近畿農政局統計部「和歌山農林水産統計年報（H7～H18）」

和歌山統計年鑑（H7～H18）

和歌山県「和歌山県長期総合計画（H20.4）」

和歌山県関係市町村「水田農業ビジョン等（H15～H21)」

農林水産統計部「農業物価統計（H7～H18）」

農林水産省構造改善局計画部(監修）(1998)「［改訂］解説 土地改良の経済効果」大成出版社



国営かんがい排水事業 大和紀伊平野地区 事業概要図

奈良県

和歌山県

山田ダム

は第二十津川紀ノ川地区施工分

大迫ダム

津風呂ダム

岩出頭首工
藤崎頭首工 小田頭首工

西吉野頭首工

下渕頭首工

位 置 図

受 益 面 積 （ha）

受益面積(田)

受益面積(畑)

11,655

1,774

13,129

受益地(田)

凡 例

受益地(畑)

ダム

頭首工

用水路

用水路(既説利用)

揚水機場

平成22年度迄

平成23年度以降

紀伊平野支線水路（六箇井水路）

施工前 施工後

大和平野西部幹線水路（長尾水路橋）

施工前 施工後

桃

水稲

-
4
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